
外国人労働者の雇用について
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神奈川労働局 職業対策課
令和７年６月



１ 神奈川県の外国人労働者数と外国人雇用事業所数の推移

出典：神奈川労働局「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（各年10月末時点）
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２ 都道府県別外国人雇用事業所数・外国人労働者数

都道府県別外国人雇用事業所数・労働者数（令和６年10月末時点）

都道府県 事業所数 外国人労働者数

１ 東京都 82,294 585,791

２ 愛知県 26,979 229,627

３ 大阪府 28,167 174,699

４ 神奈川県 22,384 134,101

全国計 342,087 2,302,587
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３ 神奈川県の国籍別 外国人労働者数と割合

増加率が大きい上位３か国

１ ミャンマー 4,710人（前年比46.8％増）
２ ネパール 10,553人（ 同 35.8％増）
３ インドネシア 7,964人（ 同 34.0％増） 4

中国（香港、マカオを含む）,

29,477 人, （22%）

ベトナム, 

28,243 人, （21%）

フィリピン, 

15,732 人, 

（12%）
ネパール, 10,553 人, （8%）

インドネシア, 7,964 人, （6%）

ブラジル, 5,535 人, （4%）

ミャンマー, 4,710 人, （3%）

韓国, 4,575 人, （3%）

ペルー, 3,664 人, （3%）

スリランカ, 2,487 人, （2%）

タイ, 2,213 人, （2%）

G７等, 4,095 人, （3%）

その他, 

14,853 人, 

（11%）

外国人
労働者数
134,101

人



４ 神奈川県の在留資格別 外国人労働者数と割合

増加率が大きい上位３つの在留資格

１ 特定活動 5,267人（前年比22.1％増）
２ 専門的・技術的分野の在留資格 42,915人（ 同 20.0％増）
３ 資格外活動 18,838人（ 同 19.2％増） 5

身分に基づく在留資格, 

48,700 人, 

（36%）

専門的・技術的分野の

在留資格, 

33,370 人, （25%）

資格外活動,

18,838 人, 

（14%）

技能実習,

18,371 人, 

（14%）

特定技能, 9,545 人, （7%）

特定活動, 5,267 人, （4%） 不明, 10 人, （0%）
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５ 神奈川県の産業別 外国人労働者数と割合

労働者数が多い上位３産業

１ 製造業 30,110人（全体の22.5％）
２ 卸売業・小売業 18,675人（ 同 13.9％）
３ サービス業（他に分類されないもの）17,670人（ 同 13.2％）
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製造業, 

30,110 人, 

（22%）

卸売業、小売業, 

18,675 人, 

（14%）

サービス業（他に分類さ

れないもの）, 17,670 

人, （13%）

宿泊業、飲食サー

ビス業, 17,614 

人, （13%）

建設業, 17,078 人, （13%）

医療、福祉, 8,307 人, （6%）

情報通信業, 5,119 人, （4%）

教育、学習支援業, 3,297 人, （3%）

その他, 16,231 人, 

（12%）

外国人
労働者数
134,101

人



６ 外国人労働者の適正な雇用管理について

外国人労働者の雇用管理の改善に関して
事業主が努めるべきこと

１ 外国人労働者の募集および採用の適正化

２ 適正な労働条件の確保

３ 安全衛生の確保

４ 労働・社会保険の適用等

５ 適切な人事管理、教育訓練、福利厚生等

６ 解雇等の予防および再就職の援助

７ 労働者派遣または請負を行う事業主に係る留意事項

８ 外国人労働者の雇用状況の届出

９ 外国人労働者の雇用労務責任者の選任

10 外国人労働者の在留資格に応じて講ずべき必要な措置

外国人労働者の雇用管理改善等に関して事業主が
適切に対処するための指針（平成19年告示）
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雇用保険の被保険者となる外国人の場合

＞＞「雇用保険被保険者資格取得届・資格喪失届」
事業所の管轄するハローワークに届出

雇用保険の被保険者とならない外国人の場合

＞＞「外国人雇用状況届出書」(様式第３号)
勤務する事業所施設（支店、店舗、工場など）の
所在地の管轄ハローワークに届出

７ 外国人雇用状況の届出について

外国人雇用状況の届出は全ての事業主の義務です！

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（労働施策総合推進法）第28条

外国人の雇入れ及び離職の際には、ハローワークへの届出が必要です！
＊ ただし在留資格「特別永住者」「外交」「公用」の方の届出は対象外です
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７ 外国人雇用状況の届出について
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外国人雇用状況届出書（様式第3号）はインターネットでも届出が可能です

７ 外国人雇用状況の届出について

▶

雇用保険の被保険者とならない外国人の外国人雇用状況届出書(様式第３号)に

よる届出は、ハローワークインターネットサービスの「外国人雇用状況届出システム」

を利用するといつでもできます。

 24時間、365日いつでも届出できます。

 ハローワークへの来所は不要です。

 複数の外国人についてまとめて届出できます。

 届出情報をインターネットで確認・修正できます。

（注）雇用保険の被保険者となる外国人の場合はｅ-Ｇｏｖをご利用ください。

e-Gov 電子申請サイト＞＞＞



８ 外国人雇用ガイド

外国人労働者を雇用している、
または雇用を検討されている事業主の皆様へ
「外国人雇用ガイド」を作成しています

神奈川労働局HPからダウンロード
または

お近くのハローワークまで

 外国人雇用に関するQ＆A付き

外国人労働者の適正な雇入れや

雇用管理の改善などにお役立てください
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神奈川労働局では、外国人労働者の雇用管理の改善や職業生活上の問題など、外国人を雇用する事業主からの様々な

相談に対して、外国人雇用管理アドバイザーによる専門的な指導・援助を行っています。

最寄りのハローワークを通じて、外国人雇用管理アドバイザーへの相談申込み。

訪問日程を調整の上、外国人雇用管理アドバイザーを事業主の元へ派遣し、ご相談に対応します。

利用方法

相談事例

○ 外国人労働者を雇用するにあたり、どのような点を考慮したらよいか

○ 日本語の不慣れな外国人労働者への職場教育はどうしたらいいか

○ 労働契約、職務配置、福利厚生、退職・解雇時の注意点 等

［雇用管理面での相談］

○ 生活習慣・宗教観への理解とコミュニケーションをどう図ればいいか 等

［職業生活面での相談］
外国人雇用
事業主

ハローワーク

（労働局）

雇用管理
アドバイザー

連絡調整
訪問等による

指導・援助

相談申込み 16

９ 外国人雇用管理アドバイザーによる事業主支援について

外国人の雇用についてお悩みなら・・・

外国人雇用管理アドバイザーにご相談ください！
相談無料

http://1.bp.blogspot.com/-YRqjIp92nYg/VWqozK-74wI/AAAAAAAAAEE/Cc8Mzkxu3bI/s1600/MC900434888.png


10 外国人の方に人事・労務を説明する際にお困りではないですか？
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11 リーフレットについて

▶ 外国人雇用状況の届出について

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/
todokede/index.html

▶ 外国人雇用はルールを守って適正に

https://www.mhlw.go.jp/content/000603552.pdf
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